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市民リーダーを対象にしたこども虐待の研修プログラムの開発と知識・認識・行動への効果

検証：前後比較試験 
 
キタ幸子 1,2, 3、落合香代子 4、齋藤庸一 5、秋山三郎 6、阿部光城 5、田下恵一 7、田中弘子 8、

松本富美子 9、林志保子 10、小橋孝介 11、辻野啓一郎 12、内山健太郎 13、塚松このみ 14、池

田詩子 15、池田真理 1,2、鈴木秀洋 16 

 
1) 東京大学大学院 医学系研究科 健康科学・看護学専攻 家族看護学分野 
2) 東京大学大学院医学系研究科附属グローバルナーシングリサーチセンター  

ヘルスクオリティアウトカムリサーチ分野 
3)  国立成育医療研究センター研究所政策科学研究部 
4)  一般社団法人ママリングス 
5)  江東区少年団体連絡協議会/江東区少年団体連絡協議会西部連合会 
6) NPO 法人 こうとう親子センター/ホームスタート・こうとう代表 

7)  江東区青少年委員 
8)  江東区主任児童委員/部会長 
9)  開業助産師 
10) 江東区元主任児童委員 
11)  鴨川市立国保病院 
12)  東京歯科大学小児歯科学講座 
13)  ジャパングリーンクリニック 
14)  社会福祉法人 賛育会 賛育会病院 
15)  一般社団法人 ポジティブ・ディシプリン コミュニティ 
16)  日本大学危機管理学部 
 
【目的】市民リーダー（民生児童委員など地域で活動する市民）向けの子ども虐待の研修プ

ログラムを開発し、その地域の子どもの見守りと虐待の発見・対応に関する認識・知識・行

動等への効果を明らかにする。【方法】2020 年 4 月～2021 年 8 月に都内 A 地区において、

行政職員・民間団体・研究者・医療者・市民で構成された多職種チームを結成し、知識提供

型の講義（2 時間半）と参加型のロールプレイやグループディスカッション（3 時間半）を

組み合わせた市民リーダー向けの研修プログラムを開発した。2021 年 9 月～2022 年 3 月に

A地区の市民リーダー111名を対象にした研修プログラムの効果を検証する前後比較試験を

実施した。介入前、介入 1 か月後・3 か月後に、属性、地域の子どもの見守りと虐待の発見・

対応に関する認識・知識・行動を問うオリジナル項目、コミュニティ意識尺度（石盛ら, 2013）
を含む無記名自記式質問紙を郵送し、回答を依頼した。分析は各時点の認識・知識・行動、

コミュニティ意識の得点を対応のある t 検定を用いて比較した。本研究は国立成育医療研究

センター倫理審査委員会の承認を得て実施した。【結果】介入前、介入 1 か月・3 か月後の

回答者数は、111 名、101 名、94 名であった。介入前に比べて、介入 1 か月・3 か月後にお
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ける認識、知識、コミュニティ意識尺度の合計得点・下位尺度得点は有意に上昇した（p < .05）。
行動に関しては、合計得点では有意な差はなかったものの、介入前に比べて、介入 1 か月後

の「学ぶ（虐待や子育てについて自ら調べたなど）」「見守る（気になる子どもに声をかけた

など）」の下位尺度の得点が有意に上昇した（p < .05）。【結論】本研究は、多職種チームで

初の一般市民向けの子ども虐待の研修プログラムを開発し、その認識・知識・コミュニティ

意識の全体的な向上及び行動の部分的・一時的な向上への効果を明らかにした。（798 字/800
字） 
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事業名

団体名

担当課名 こども家庭支援課 関係課 青少年課、福祉課

行政 １，０５５，４００円

団体 ４６６，２２１円

◆ 江東区区民協働推進会議　委員意見◆

・コロナ禍で事業展開しづらかった面もあったと推測するが、虐待予防プログラムの策定ができたこ
とは評価できる。
・長期視点もしっかりと視野に入れ、エビデンスベースで活動がなされており、大変良い事業であっ
たと評価した。
・今回124名もの区民が参加し、協力を得たことがこのプログラムの大きな第一歩だと感じた。行政
と協働することにより、多くの方々に周知することが可能となり、問題意識を持つ市民が増えて多機
関連携が広がることを願う。
・このプログラムが本当に効果的であるかを中期長期にわたってみていく必要があり、「プログラム
は受けて終わり」ではなく、今回受講した人たちが今後どのようなアクションをとっていくのか、ま
た何が生まれていくのか、興味深いところである。
・この研修プログラムを受けた方が、今後どう活躍するのか、その方向性についてもう少し明確にな
ると、さらに事業性も加速するのではないかと感じた。
・提案団体が有する人脈や企画力、多くの人材をプロジェクトに注力させるコーディネート力などの
総合力と、区が有する広報力、調整力等の強みとが合わさった成果であり、協働の手法でなければ成
し遂げることが難しかったと思われる。そのため協働の成果については高く評価できる。
・当該プログラムの効果については、団体からは、「受講者のアンケート結果から行動変容へ効果は
あった」との説明があったが、詳細は分析中とのことであったことから、本事業の目標に対しての評
価が困難となってしまったこと、また、今後の本事業の方向性について、区にとって協働事業実施年
度内で判断しがたいものとなってしまった点は残念であった。
・提案団体、担当課双方が多大な時間と労力をかけ、非常にオリジナルで効果的な成果物ができたに
も関わらず、その成果が継続することなく協働事業提案制度の事業期間である2年間だけのものと
なってしまったことは非常に残念である。

◆ 江東区区民協働推進会議　総合意見◆

　今回の事業はコロナ禍による影響を受け計画通りに進めることは難しかったが、子育てにとって大
きな課題となっている孤立化による虐待を未然に防止するための取り組みとしての可能性を見出すこ
とができるものとなった。事業主体となったママリングスは、今までの子育て支援に対する活動経験
から専門家などとのネットワークを活用し課題解決に向けた問題点を整理した。
　虐待防止には地域が一体化して子育てをサポートすることが重要であり、その担い手となる多くの
区民の参加を得て意識啓発につなげることができた。行政と民間団体では事業を進めるプロセスにお
いてそのスピードや手法に違いがあり、事業の成果をすぐに行政施策へ反映することは難しいが、今
回の取り組みは江東区がこどもを産み育てやすい街を目指す上で大変有効な経験となった。行政と民
間団体が協働することによりお互いの特徴を活かしたアプローチで課題解決に向けた取り組みを行う
ことによってそれぞれが成果を生み出し、今後の協力関係をどのように創造していくかが大切である
と考える。
　今回の成果の一つである虐待予防プログラムが、子育てを支援する地域力を強めるための一般区民
の参画を促すものとなることを期待したい。

江東区協働事業提案制度　令和3年度実施事業

江東区区民協働推進会議委員意見書

脱孤育て推進事業 （２年事業・２年目）

一般社団法人ママリングス

事業費
（予算額）

１，５２１，６２１円
（１，５１１，２００円）
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